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＜国公立・私立の内訳＞

主権者教育（政治的教養の教育）実施状況調査について（概要）

１．平成２７年度第３学年以上生徒（卒業生など）の状況について

＜実施していない学校101課程＞
実施していない学校のうち74％は特別
支援学校。
（個に応じた指導方法の開発に時間を
要した 等）
→ 特別支援学校における主権者教育
の指導の在り方についてモデル開発

＜実施していない学校255課程＞
・時間の確保が困難
・指導計画が変更できなかった
・学校における認識不足
・通信制課程で実施上の課題開発
→ 通信制課程における主権者教育の
指導の在り方についてモデル開発

（n = 6,322課程）

＜取組の内容について＞

※ 平成28年4月～5月にかけて全国全ての高等学校、
特別支援学校高等部を対象に調査を実施

※実施した課程全体における割合。いずれも複数回答可。 （単位：％）

94.4%

5.6%

H27年度第３学年以上の生徒における
主権者教育の実施状況（全体）

実施した

実施していない

61.6 

54.6 

11.5 

11.1 

１．特別活動

２．公民科

３．総合的な学習の

時間

４．その他の時間

①実施した教科等

84.7 

32.3 

１．副教材を使

用

２．教科書等を

使用

➂教材の使用状況

30.7 

3.6 

66.7 

１．選挙管理委員会と

連携

２．関係団体・NPOと
連携

３．連携していない

➃指導に当たっての連携状況

89.4 

20.9 

29.0 

8.2 

１．公職選挙法や選挙の

具体的な仕組み

２．現実の政治的事象に

ついての話し合い活動

３．模擬選挙等の実践的

な学習活動

４．その他

➁具体的な指導内容



２．平成２８年度在校生の計画について（平成２８年４月時点の予定）

（n = 6,295課程）（n = 6,283課程）（n = 6,271課程）

①実施す
る教科等

②具体的
な指導内
容

③指導の
時間数

④教材の
使用状況

⑤指導に
当たって
の連携状
況

※実施するとした課程全体における割合。③を除き複数回答可。

（単位：％）＜取組の内容について＞

90.8%

9.2%

第１学年

実施する

実施予定なし

92.3%

7.7%

第２学年

96.4%

3.6%

第３学年

19.7 
55.7 

10.2 
14.2 

１．１時間

２．２～４時間

３．５時間以上

４．現時点では検討中

74.3 
30.3 

20.7 

１．副教材を使用

２．教科書等を使用

３．現時点では検討中

35.3 
6.0 

30.8 
31.3 

１．選挙管理委員会と連携

２．関係団体・NPOと連携
３．連携する予定はない

４．現時点では検討中

24.2 
48.5 

9.5 
17.8 

１．１時間

２．２～４時間

３．５時間以上

４．現時点では検討中

70.6 
21.0 

25.6 

１．副教材を使用

２．教科書等を使用

３．現時点では検討中

33.6 
5.0 

28.5 
35.9 

１．選挙管理委員会と連携

２．関係団体・NPOと連携
３．連携する予定はない

４．現時点では検討中

20.7 
49.8 

11.3 
18.4 

１．１時間

２．２～４時間

３．５時間以上

４．現時点では検討中

66.3 
29.3 

27.0 

１．副教材を使用

２．教科書等を使用

３．現時点では検討中

27.7 
4.4 

31.9 
38.6 

１．選挙管理委員会と連携

２．関係団体・NPOと連携
３．連携する予定はない

４．現時点では検討中

62.0 
59.5 

19.2 
13.1 

１．特別活動

２．公民科

３．総合的な学習の時間

４．その他の時間

63.0 
40.9 

21.7 
16.7 

１．特別活動

２．公民科

３．総合的な学習の時間

４．その他の時間

56.7 
56.5 

18.7 
13.4 

１．特別活動

２．公民科

３．総合的な学習の時間

４．その他の時間

82.4 
30.3 

39.7 
6.5 

11.9 

１．公職選挙法や選挙の具体的な仕組み

２．現実の政治的事象についての話し合い活動

３．模擬選挙等の実践的な学習活動

４．その他

５．現時点では検討中

75.4 
27.2 

36.9 
6.7 

15.8 

１．公職選挙法や選挙の具体的な仕組み

２．現実の政治的事象についての話し合い活動

３．模擬選挙等の実践的な学習活動

４．その他

５．現時点では検討中

77.3 
27.5 

32.5 
6.4 

16.0 

１．公職選挙法や選挙の具体的な仕組み

２．現実の政治的事象についての話し合い活動

３．模擬選挙等の実践的な学習活動

４．その他

５．現時点では検討中



○ 全ての教育委員会において、高等学校の主権者教育を支援する取組を実施。

○ 具体的には、方針の提示等や教員等に対する研修の実施をほぼ全ての教育委員会が実施するとともに、独自
の教員向け資料や独自の生徒向け資料等を作成している教育委員会もぞれぞれ約３２％、約１７％見られる。

○ 各都道府県における特徴ある取組としては、下記のような取組が見られる。

・ 模擬選挙を行った上で、他の世代（お年寄り、子育て世代等）の立場にたった論議をグループでするなど多面
的・多角的な考察を進める取組を行った学校。（東京都）

・ 各家庭で政治的教養を育むためにどのようなことができるかを考える生徒と保護者が参加した学年行事を行っ
た学校。（山梨県）

・ 議会事務局と連携し、府議会議員（正副議長、広報委員会委員）を講師とする府議会主催の出前講座を実施
し、議員による講義や高校生と議員による意見交換を行った学校。（大阪府）

・ 専門家の知見を生かした講義（税務署の職員に消費税や軽減税率について出前講座）を受けた後、「軽減税率
の導入」についてディベートを行った学校。（埼玉県）

・ 大学と連携して主権者教育を実施。行政学を専攻する大学教授による講演と日本への留学生を含めたパネル
ディスカッションを実施。（札幌市）

・ 弁護士会所属の３人が市長候補となって政見演説を行う模擬選挙を実施。投票後、弁護士及び選挙管理委員
会職員が講評。（千葉市）

・ 県外の大学生等の協力を得て、被選挙権年齢の引き下げの是非について討論型の授業を実施。（島根県）

３．教育委員会による支援について


